
Ⅰ 平成 25 年工業統計調査結果の概要 

(４人以上の事業所） 
 

１ 概況 

平成 25 年 12 月 31 日現在における福岡市

の製造業（従業者 4 人以上）の事業所数は

824 事業所，従業者数は 20,882 人，製造品

出荷額等は 5,700 億円となっています。 

 前回調査時（平成 24 年 12 月 31 日）と比

較すると，事業所数は 52 事業所の減少（平

成 24 年比 5.9％減），従業者数は 795 人の

減少（同 3.7％減），製造品出荷額等は 65

億円の減少（同 1.1％減）となりました。 
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２ 事業所数 

(１) 産業中分類別 

 「16 業種で減少｣ 

 産業中分類(24業種)別に事業所数を見る 

と，食料品製造業が 254 事業所(構成比 30.

8％)と最も多く，次いで，印刷･同関連業 

155 事業所(同 18.8％)，金属製品製造業 65

事業所(同 7.9％)となっており，この３業

種で本市の事業所(従業者４人以上)の５割

以上を占めています｡ 

 平成 24 年と比較すると，プラスチック製

品製造業，非鉄金属製造業，輸送用機械器

具製造業（各１事業所増）の３業種で増加

していますが，食料品製造業(15事業所減)，

印刷・同関連業（10 事業所減）など 

16 業種で減少しています。 

 

(２)従業者規模別 

 「4～29 人規模が８割以上を占める｣ 

従業者規模別(７区分)に事業所数を見る

と，｢４～９人｣規模の事業所が 386 事業所

(構成比 46.8％)と最も多く，次いで｢10～1

9人｣が 198事業所(同 24.0％)となっていま

す。また｢20～29 人｣が 101 事業所(同 12.

3％)となっており，29 人以下の小規模事業

所が全体の８割以上を占めています。 

 平成 24 年と比較すると，小規模事業所・

中規模事業所(30～299 人)ともに減少して

います。 

 

％ 人 ％ 百万円 ％

平成20年 1,039 -0.2 100.0 23,634 -1.4 100.0 644,542 -2.4 100.0

平成21年 948 -8.8 91.2 21,790 -7.8 92.2 551,660 -14.4 85.6

平成22年 892 -5.9 85.9 21,283 -2.3 90.1 566,020 2.6 87.8

平成24年 876 -1.8 84.3 21,677 1.9 91.7 576,523 1.9 89.4

平成25年 824 -5.9 79.3 20,882 -3.7 88.4 570,034 -1.1 88.4

表１　　　　工　業  の　推　移　　－　 全　市

製 造 品 出 荷 額 等

（指数：平成20年=100）

指数
対前年
増減率

年

事　　業　　所　　数 従　　業　　者　　数

指数 指数
対前年
増減率

対前年
増減率

注：平成24年の数字は対平成22年増減率



構成比
対平成24年

増減数
対平成24年

増減率

％ ％

824 100 -52 -5.9

09 食料品製造業 254 30.8 -15 -5.6

10 飲料･たばこ･飼料製造業 13 1.6 -1 -7.1

11 繊維工業 50 6.1 -5 -9.1

12 木材･木製品製造業（家具を除く） 8 1.0 -1 -11.1

13 家具･装備品製造業 24 2.9 -1 -4.0

14 パルプ･紙･紙加工品製造業 14 1.7 -1 -6.7

15 印刷･同関連業 155 18.8 -10 -6.1

16 化学工業 13 1.6 -1 -7.1

17 石油製品･石炭製品製造業 1 0.1 0 0.0

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 26 3.2 1 4.0

19 ゴム製品製造業 1 0.1 -1 -50.0

20 なめし革･同製品･毛皮製造業 3 0.4 0 0.0

21 窯業･土石製品製造業 37 4.5 -2 -5.1

22 鉄鋼業 10 1.2 -1 -9.1

23 非鉄金属製造業 5 0.6 1 25.0

24 金属製品製造業 65 7.9 -3 -4.4

25 はん用機械器具製造業 20 2.4 0 0.0

26 生産用機械器具製造業 22 2.7 -1 -4.3

27 業務用機械器具製造業 8 1.0 -1 -11.1

28 電子部品･デバイス・電子回路製造業 6 0.7 -3 -33.3

29 電気機械器具製造業 25 3.0 0 0.0

30 情報通信機械器具製造業 3 0.4 0 0.0

31 輸送用機械器具製造業 13 1.6 1 8.3

32 その他の製造業 48 5.8 -8 -14.3

表２　産業（中分類）別事業所数，

事　業　所　数

産　業（中分類）

総　　　数

構成比
対平成24年

増減率
構成比

対平成24年
増減率

構成比
対平成24年

増減率

％ ％ 人 ％ ％ 百万円 ％ ％

総　　　　数 824 100.0 -5.9 20,882 100.0 -3.7 570,032 100.0 -1.1

小規模事業所 685 83.1 -6.0 7,579 36.3 -4.5 118,550 20.8 -1.0

 ４ ～ ９ 人 386 46.8 -6.5 2,342 11.2 -6.9 30,679 5.4 1.5

 10 ～ 19 人 198 24.0 -4.8 2,754 13.2 -2.1 39,687 7.0 -2.4

 20 ～ 29 人 101 12.3 -6.5 2,483 11.9 -4.9 48,184 8.5 -1.3

中規模事業所 131 15.9 -5.8 9,864 47.2 -7.5 304,860 53.5 -6.0

 30 ～  99 人 100 12.1 -4.8 5,265 25.2 -5.3 115,360 20.2 -12.3

100 ～ 199 人 26 3.2 -7.1 3,360 16.1 -7.7 165,136 29.0 -6.2

200 ～ 299 人 5 0.6 -16.7 1,239 5.9 -15.4 24,364 4.3 46.0

大規模事業所 8 1.0 0.0 3,439 16.5 11.8 146,622 25.7 10.7

300 人  以上 8 1.0 0.0 3,439 16.5 11.8 146,622 25.7 10.7

表３　従業者規模（７区分）別事業所数，従業者数及び製造品出荷額等－全市

規　　　模

事　業　所　数 従　業　者　数 製造品出荷額等

 



 

構成比
対平成24年

増減数
対平成24年

増減率
構成比

対平成24年
増減数

対平成24年
増減率

人 ％ ％ 万円 ％ 万円 ％

20,882 100.0 -795 -3.7 57,003,369 100.0 -648,959 -1.1 総数

9,188 44.0 -919 -9.1 20,206,898 35.4 -1,044,557 -4.9 09

330 1.6 -1 -0.3 9,468,576 16.6 -278,849 -2.9 10

682 3.3 -2 -0.3 516,728 0.9 -23,277 -4.3 11

123 0.6 -4 -3.1 373,442 0.7 5,185 1.4 12

188 0.9 -8 -4.1 252,701 0.4 -33,869 -11.8 13

172 0.8 -56 -24.6 240,286 0.4 -59,011 -19.7 14

3,388 16.2 -122 -3.5 5,796,403 10.2 -176,329 -3.0 15

160 0.8 -36 -18.4 367,514 0.6 -421,680 -53.4 16

9 0.0 -1 -10.0 x x x x 17

456 2.2 1 0.2 768,412 1.3 -11,336 -1.5 18

5 0.0 -11 -68.8 x x x x 19

48 0.2 10 26.3 x x x x 20

525 2.5 -23 -4.2 1,470,999 2.6 155,269 11.8 21

162 0.8 -6 -3.6 641,673 1.1 134,087 26.4 22

70 0.3 -23 -24.7 x x x x 23

913 4.4 -12 -1.3 1,263,754 2.2 71,811 6.0 24

743 3.6 -168 -18.4 1,685,704 3.0 -509,637 -23.2 25

647 3.1 -39 -5.7 1,143,930 2.0 83,339 7.9 26

97 0.5 -1 -1.0 107,021 0.2 436 0.4 27

1,063 5.1 7 0.7 9,786,280 17.2 1,004,725 11.4 28

1,200 5.7 619 106.5 2,025,670 3.6 1,068,902 111.7 29

55 0.3 1 1.9 x x x x 30

230 1.1 44 23.7 137,870 0.2 -555,186 -80.1 31

428 2.0 -45 -9.5 515,082 0.9 -104,843 -16.9 32

従業者数及び製造品出荷額等－全市－

産業
(中分類)

従　業　者　数　 製造品出荷額等

３ 従業者数       

（１）産業中分類別 （２）従業者規模別 

   「18 業種で減少」 

産業中分類(24業種)別に従業者数を見る 

と，食料品製造業が 9,188 人(構成比 44.0％) 

と最も多く，次いで，印刷・同関連業 3,388 

人(同 16.2％)，電気機械器具製造業 1,200

人(同 5.7％)となっており，この３業種で 

製造業従業者全体の６割以上を占めていま 

す。 

 平成 24 年と比較すると，電気機械器具製 

造業(619 人増)，輸送用機械器具製造業(44 

人増)など６業種で増加していますが，食料 

品製造業(919 人減)，はん用機械器具製造 

業(168 人減)など 18 業種で減少しています。 

  「30～99 人規模が最多」 

 従業者規模(７区分)別事業所の従業者数 

を見ると，「30～99 人」規模の事業所が 

5,265 人(構成比 25.2％)と最も多く，次い 

で「300 人以上」で 3,439 人(同 16.5％)， 

「100～199 人」で 3,360 人(同 16.1％)とな

っています。 

 平成 24 年と比較すると，小規模事業所，

中規模事業所ともに従業者数が減少し， 

300 人以上の大規模事業所で増加していま

す。 

 

 



 

４ 製造品出荷額等 

(１) 産業中分類別 

 「食料品製造業が約 35％を占める｣ 

 産業中分類(24業種)別の製造品出荷額等

を見ると，出荷額等の高い順に，食料品製

造業 2,021 億円(構成比 35.4％)，電子部品 

・デバイス・電子回路製造業 979 億円(同 

17.2％)，飲料･たばこ･飼料製造業 947 億円

(同 16.6％)，印刷・同関連業 580 億円(同 

10.2％)となっており，この４業種で出荷額

等全体の８割近くを占めています。 

 平成 24 年と比較すると，電気機械器具製

造業(平成 24 年比 111.7％増)，鉄鋼業(同

26.4％増)など８業種で増加していますが，

輸送用機械器具製造業(同 80.1％減)，化学 

工業(同 53.4％減)など 11 業種で減少して

います。 

 

(２) 従業者規模別 

 「100～199 人規模の事業所が最高｣ 

 従業者規模別(７区分)事業所の製造品出

荷額等では，｢100～199 人｣規模の事業所が

1,651 億円(構成比 29.0％)と最も高く， 

｢300 人以上｣が 1,466 億円(同 25.7％)， 

｢30～99 人｣ が 1,154 億円(同 20.2％)とな

っています。 

  平成 24 年と比較すると，｢300 人以上｣で

141 億円(平成 24 年比 10.7％増)，｢200～ 

299 人｣で 77 億円(同 46.0％増)，「4～9 人」

で 5 億円(同 1.5％増)増加し，その他の規

模の事業所で減少しています。 

 

 

 

 

              表４　産業（中分類）別現金給与総額，　

構成比
対平成24年

増減率

万円 ％ ％

7,140,217 100.0 -3.6

09 食料品製造業 2,394,123 33.5 -14.4

10 飲料･たばこ･飼料製造業 173,088 2.4 1.0

11 繊維工業 142,079 2.0 2.7

12 木材･木製品製造業（家具を除く） 44,817 0.6 -8.2

13 家具･装備品製造業 64,405 0.9 2.6

14 パルプ･紙･紙加工品製造業 51,902 0.7 -19.9

15 印刷･同関連業 1,284,363 18.0 -7.1

16 化学工業 48,691 0.7 -28.6

17 石油製品･石炭製品製造業 x x x

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 138,958 1.9 -3.3

19 ゴム製品製造業 x x x

20 なめし革･同製品･毛皮製造業 x x x

21 窯業･土石製品製造業 204,912 2.9 -1.7

22 鉄鋼業 59,161 0.8 5.6

23 非鉄金属製造業 x x x

24 金属製品製造業 339,803 4.8 -3.5

25 はん用機械器具製造業 231,758 3.2 -25.8

26 生産用機械器具製造業 322,021 4.5 4.7

27 業務用機械器具製造業 37,415 0.5 -7.7

28 電子部品･デバイス・電子回路製造業 728,760 10.2 1.0

29 電気機械器具製造業 552,149 7.7 154.4

30 情報通信機械器具製造業 x x x

31 輸送用機械器具製造業 107,982 1.5 2.6

32 その他の製造業 141,301 2.0 -11.0

総　　　数

産　業（中分類）

現金給与総額（4人以上）



５ 現金給与総額等 

(１) 現金給与総額 

 「前年に比べ 27 億円の減少｣ 

 現金給与総額は 714 億円で，平成 24 年に

比べ 27 億円(平成 24 年比 3.6％減)の減少

となっています。 

 産業中分類別に見ると，食料品製造業が 

239 億円（構成比 33.5％)，印刷・同関連業 

128 億円(同 18.0％)，電子部品･デバイス・

電子回路製造業 73 億円(同 10.2％)で，こ

の３業種で現金給与総額全体の６割以上と

なっています。 

 平成 24 年と比較すると，電気機械器具製

造業(平成 24年比 154.4％増)，鉄鋼業(同 5.

6％増)など８業種で増加していますが，化

学工業(同 28.6％減)，はん用機械器具製造

業(同 25.8％減)など 11 業種で減少してい

ます。 

 

(２) 付加価値額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 129 億円の増加｣ 

 付加価値額は 1,451 億円で，平成 24 年に

比べ 129 億円(平成 24 年比 9.8％増)の増加

となっています｡ 

 産業中分類別に見ると，食料品製造業が

572 億円(構成比 39.4％)，印刷・同関連業

が 187 億円(同 12.9％)，電気機械器具製造

業が 76 億円(同 5.3％)で，この３業種で全

体の６割近くを占めています。 

 平成 24 年と比較すると，電気機械器具製

造業(平成 24 年比 261.3％増)など，５業種

で増加していますが、窯業・土石製品製造 

業(同 9.9％減)など，３業種で減少してい

ます。 

 

 

　付加価値額，在庫額及び投資総額－全市

構成比
対平成24年

増減率
構成比

対平成24年
増減率

構成比
対平成24年

増減率

万円 ％ ％ 万円 ％ ％ 万円 ％ ％

14,510,438 100.0 9.8 5,354,627 100.0 17.1 1,350,658 100.0 12.2 総数

5,722,601 39.4 -1.3 2,381,999 44.5 6.1 467,013 34.6 -6.2 09

x x x x x x x x x 10

x x x x x x x x - 11

x x x x x x - - - 12

- - - - - - - - - 13

x x x x x x x x x 14

1,870,510 12.9 21.6 165,519 3.1 7.2 50,768 3.8 -69.2 15

- x x - - - - - - 16

- - - - - - - - - 17

97,016 0.7 6.3 21,637 0.4 -8.6 5,250 0.4 -7.8 18

- - - - - - - - - 19

- - - - - - - - - 20

113,503 0.8 -9.9 38,311 0.7 -6.7 6,402 0.5 -26.7 21

x x x x x x x x x 22

x x x - - - - - - 23

229,257 1.6 1.1 16,273 0.3 16.4 6,101 0.5 -71.9 24

530,526 3.7 -4.0 125,560 2.3 0.7 26,718 2.0 39.0 25

373,281 2.6 25.1 100,046 1.9 -11.0 32,570 2.4 21.7 26

x x x x x x x x x 27

x x x x x x x x x 28

763,713 5.3 261.3 219,987 4.1 165.6 233,401 17.3 3,434.2 29

- - - - - - - - - 30

x x x x x x x x x 31

x x x x x x x x x 32

産業
(中分類)

投資総額（30人以上）付加価値額（30人以上） 在庫額（30人以上）

 



(３) 在庫額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 78 億円の増加｣ 

 平成 25 年末の在庫額は 535 億円で，平成

24 年末に比べ 78 億円(平成 24 年比 17.1％

増)の増加となっています。 

 産業中分類別に見ると，食料品製造業が

238 億円(構成比 44.5％)，電気機械器具製

造業が 22 億円(同 4.1％)となっており，こ

の２業種で全体の５割近くを占めています。 

 平成 24 年と比較すると電気機械器具製

造業(平成 24 年比 165.6％増)，金属製品製

造業(同 16.4％増)など５業種で増加してい

ますが，生産用機械器具製造業(同 11.0％

減)，プラスチック製品製造業(同 8.6％減)

など３業種で減少しています。 

 

(４) 投資総額(従業者 30 人以上) 

 「前年に比べ 15 億円の増加｣ 

 投資総額は 135 億円で，平成 24 年に比べ

15 億円(平成 24 年比 12.2％増)の増加とな

っています｡  

産業中分類別に見ると，食料品製造業は

47 億円(構成比 34.6％)，電気機械器具製造

業 23 億円(同 17.3％)となっており，この

２業種で投資総額全体の５割以上を占めて

います。 

 平成 24 年と比較すると，電気機械器具製

造業(平成 24 年比 3,434.2％増)，はん用機

械器具製造業(同 39.0％増)など３業種で増

加しましたが，金属製品製造業(同 71.9％

減)，印刷・同関連業(同 69.2％減)など，

５業種で減少しています。 

 

６ 区別概況 

(１) 事業所数 

 「博多区が 30％以上を占める｣ 

 行政区別に事業所数を見ると，博多区が

271 事業所(構成比 32.9％)と最も多く，全

市の３割以上を占めています。次いで，東

区の 198 事業所(同 24.0％)，南区の 128 事

業所(同 15.5％)，中央区の 82 事業所(同 

10.0％)となっています。 

 平成 24 年と比較すると，博多区で 27 事

業所(平成 24 年比 9.1％減)，東区で 15 事

業所(同 7.0％減)，南区で６事業所(同 4.

5％減)，中央区で３事業所(同 3.5％減)，

城南区で２事業所(同 6.3％減)，西区で１

事業所(同 1.4％減)減少していますが，早

良区で２事業所(同 4.9％増)増加していま

す。 

 

区

％ ％ 人 ％ ％ 百万円 ％ ％

全 市 824 100.0 -5.9 20,882 100.0 -3.7 570,033 100.0 -1.1

東 区 198 24.0 -7.0 5,346 25.6 -7.0 151,763 26.6 -6.3

博多区 271 32.9 -9.1 6,532 31.3 -11.1 174,807 30.7 -4.3

中央区 82 10.0 -3.5 1,803 8.6 -3.0 37,570 6.6 -15.0

南 区 128 15.5 -4.5 3,137 15.0 15.2 63,768 11.2 11.3

城南区 30 3.6 -6.3 312 1.5 -1.9 2,751 0.5 6.6

早良区 43 5.2 4.9 648 3.1 3.2 6,729 1.2 2.3

西 区 72 8.7 -1.4 3,104 14.9 1.6 132,645 23.3 9.5

対平成24
年増減率

対平成24
年増減率

事　業　所　数 従　業　者　数　 製造品出荷額等　

対平成24
年増減率

表５  　区別事業所数、従業者数及び製造品出荷額等

構成比構成比 構成比



(２) 従業者数 

 「博多区が最多｣ 

 行政区別に従業者数を見ると，博多区が

6,532 人(構成比 31.3％)と，事業所数と同

様に全市の３割以上を占め，次いで，東区

が 5,346 人(同 25.6％)，南区が 3,137 人(同 

15.0％)，西区が 3,104 人(同 14.9％)とな

っています。 

 平成 24年と比較すると，南区で 413人(平

成 24 年比 15.2％増)，早良区で 20 人(同 

3.2％増)，西区で 50 人(同 1.6％増)増加し

ている一方，博多区で 815 人(同 11.1％減)，

東区で 402 人(同 7.0％減)，中央区で 55 人

(同 3.0％減)，城南区で６人(同 1.9％減)

減少しています。 

   

(３) 製造品出荷額等 

 「東区，博多区が５割以上を占める｣ 

 行政区別に製造品出荷額等を見ると，博

多区が全市の３割以上を占め，1,748 億円

(構成比 30.7％)となっています。次いで，

東区が 1,518 億円(同 26.6％)，西区が 

1,326 億円(同 23.3％)，南区が 638 億円(同

11.2％)となっています。 

平成 24 年と比較すると，南区，城南区，

早良区，西区で増加している一方，他３区

で減少しています。 

 

(４) １事業所あたり従業者数 

 「西区が 43.1 人で最多｣ 

 １事業所あたりの従業者数は，全市で 

25.3 人となっています。 

 行政区別に見ると，西区の 43.1 人が最も

多く，次いで，東区 27.0 人，南区 24.5 人，

博多区 24.1 人，中央区 22.0 人，早良区 

15.1 人，城南区 10.4 人となっています。 

 平成 24 年と比較すると，南区で 4.2 人, 

西区で 1.3 人，城南区で 0.5 人，中央区で

0.1 人増加している一方，博多区で 0.6 人，

早良区で 0.2 人減少しています。 

  

(５) １事業所あたり製造品出荷額等 

 「西区が 18.4 億円で最多｣ 

 １事業所あたりの製造品出荷額等は，全

市で 6.9 億円となっています。 

 行政区別に見ると，西区の 18.4 億円が最

も多く，次いで，東区 7.7 億円，博多区 

6.5 億円，南区 5.0 億円，中央区 4.6 億円，

早良区 1.6 億円，城南区 0.9 億円となって

います。 

平成 24 年と比較すると，西区，南区，博

多区，城南区，東区で増加している一方，

中央区で減少しています。 
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７ 他都市との比較 

(１) 21 大都市 

 「福岡市の１事業所あたりの従業者数， 

１事業所あたりの製造品出荷額等は 18

番目｣ 

 21 大都市で比較すると，１事業所あたり

従業者数が最多の都市は千葉市で 45.8 人

となっています。以下，北九州市の 45.6 人，

広島市の 41.7 人と続き，本市は 25.3 人で

18 番目となっています。最も少ないのは，

東京都区部の 15.9 人で，大阪市の 20.1 人

がこれに続いています。 

１事業所あたりの製造品出荷額等では川

崎市が最高で 33.8 億円となっています。以

下，千葉市の 26.3 億円，堺市の 23.6 億円

と続き，本市は 6.9 億円で 18 番目となって

います。最も少ないのは，東京都区部で 

3.2 億円となっており，札幌市の 5.3 億

円がこれに続いています。 

 

 

 

従業者数
製造品

出荷額等

人 百万円 人 百万円

札 幌 市 969 28,501 510,817 29.4 527.2

仙 台 市 532 15,756 1,015,213 29.6 1,908.3

さ い た ま 市 1,015 26,795 738,808 26.4 727.9

千 葉 市 434 19,859 1,140,798 45.8 2,628.6

東 京 都 区 部 9,963 158,577 3,203,213 15.9 321.5

横 浜 市 2,580 93,095 4,104,710 36.1 1,591.0

川 崎 市 1,309 48,816 4,428,094 37.3 3,382.8

相 模 原 市 956 34,977 1,153,869 36.6 1,207.0

新 潟 市 1,101 36,691 1,074,166 33.3 975.6

静 岡 市 1,547 45,623 1,751,664 29.5 1,132.3

浜 松 市 2,143 71,193 2,130,271 33.2 994.1

名 古 屋 市 4,223 100,083 3,464,090 23.7 820.3

京 都 市 2,364 61,370 2,014,012 26.0 852.0

大 阪 市 6,043 121,453 3,485,277 20.1 576.7

堺 市 1,492 50,354 3,526,523 33.7 2,363.6

神 戸 市 1,702 64,663 2,703,968 38.0 1,588.7

岡 山 市 820 28,093 888,826 34.3 1,083.9

広 島 市 1,279 53,294 2,369,288 41.7 1,852.5

北 九 州 市 1,068 48,684 1,981,423 45.6 1,855.3

福 岡 市 824 20,882 570,034 25.3 691.8

熊 本 市 502 18,686 373,841 37.2 744.7

注）本市以外の数値は経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室 「平成25年工業統計表産業編〔概要版〕」

 　 によるものです。

表６　21大都市の工業（４人以上）

1事業所あたり

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

 



(２) 福岡都市圏 

 「福岡市の事業所が約半数を占める｣ 

 福岡都市圏（９市８町）で見ると，事業

所数は全体で 1,809 事業所となっています。 

市町別では，福岡市が 824 事業所（構成

比 45.6％）と約半数を占めており，次いで

大野城市 133 事業所（同 7.4％），須恵町 

110 事業所（同 6.1％）と続いています。 

従業者数は全体で 54,151 人，福岡市が 

20,882 人（構成比 38.6％）と約４割を占め，

次いで，古賀市 7,668 人（同 14.2％），新

宮町 3,631 人（同 6.7％）と続いています。 

 １事業所あたりの従業者数を市町別に見

ると，久山町が 77.2 人と最も大きく，続い

て古賀市の 73.7 人，新宮町の 51.9 人とな

っています。１事業所あたりの製造品出荷

額等では，筑紫野市が 41.3 億円と最大で，

以下，久山町の 27.3 億円，古賀市の 21.3

億円と続いています。 

 

 

構成比 構成比 構成比 従業者数
製造品

出荷額等

％ 人 ％ 百万円 ％ 人 百万円

総　　　　　数 1,809 100.0 54,151 100.0 1,553,262 100.0 29.9 858.6

福 岡 市 824 45.6 20,882 38.6 570,034 36.7 25.3 691.8

筑 紫 野 市 70 3.9 2,099 3.9 288,926 18.6 30.0 4,127.5

春 日 市 23 1.3 505 0.9 7,324 0.5 22.0 318.4

大 野 城 市 133 7.4 3,279 6.1 41,637 2.7 24.7 313.1

太 宰 府 市 38 2.1 946 1.7 20,035 1.3 24.9 527.2

那 珂 川 町 44 2.4 629 1.2 7,289 0.5 14.3 165.7

古 賀 市 104 5.7 7,668 14.2 221,850 14.3 73.7 2,133.2

宇 美 町 98 5.4 2,227 4.1 48,145 3.1 22.7 491.3

篠 栗 町 24 1.3 949 1.8 19,579 1.3 39.5 815.8

志 免 町 54 3.0 964 1.8 20,707 1.3 17.9 383.5

須 恵 町 110 6.1 2,007 3.7 37,381 2.4 18.2 339.8

新 宮 町 70 3.9 3,631 6.7 88,380 5.7 51.9 1,262.6

久 山 町 13 0.7 1,004 1.9 35,444 2.3 77.2 2,726.5

粕 屋 町 59 3.3 2,444 4.5 48,609 3.1 41.4 823.9

宗 像 市 43 2.4 1,398 2.6 34,591 2.2 32.5 804.4

福 津 市 30 1.7 1,399 2.6 26,344 1.7 46.6 878.1

糸 島 市 72 4.0 2,120 3.9 36,988 2.4 29.4 513.7

資料 ： 「平成25年福岡県の工業」（福岡県企画・地域振興部調査統計課）

表７　 福 岡 都 市 圏 の 工 業 （４ 人 以 上）

市町名

 事　業　所　数 従　業　者　数 製造品出荷額等 1事業所あたり

 


